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報告書の範密：
本報告書は、株式会社υーテムの全事業所 （本社及び水戸工場）における
2000年度 （2000年4月かう2001 年3月） の事業活動（「建築物及び工作物
の解体、移設、 撤去J 及び「リサイクルシステム販売及びコンサルテインクJ
を除く）を対象としています。 次回発行l革、 2002年6月を予定しています。

トップメッセージ | 

廃棄物問題に最も近く対峠する企業として

現在、私たちを取り巻く環境の危機的な状況に対し、さまざまな公的機関からも警

告が出されています。 それは、単にー企業、 一地域、 一国家で対応可能なもので、は

なく、人口問題や経済の南北格差等、 さまざまな要素が複雑に凶係しており、その解

決のためには全世界が協力する必要があります。

世界人口時計では、 2001年に60億人、 2012年に70億人、 2025年に80億人、 2040

年には90億人、そしてほどなく 100億人突破と示されています。 しかし、自然破壊や

経済、食糧事情等が現状と大差なく推移すれば、この数字はどとかの時点で大きく

減少する可能性が高いともいわれています。 環境問題は、私たち人類を含む地球上

のすべての種の生存を脅かす問題であり、何にもまして優先して取り組まなければ

なりません。

また、環境問題は机上の理論で片づけられるものではなく、現実を直視して継続

的かつ迅速に取り組みを実践しなければ、 何ひとつ解決しないことも事実です。 活

動を継続的に行い、 着実な成果に結びつけることが重要です。 大きな課題ではあり

ますが、危機意識だけで行動が伴わなければ、成果は何も得られません。

当社は環境問題のなかでも、とくに身近な問題で、ある廃棄物を取り扱っており、 事

業を通じて最も近い立場で接しています。 すなわち、近い立場であるがために、 よ

りきた践的な取り組みが要求されるとともに、環境負荷の低減に直接貢献し得る立場

にもあるのです。 そこで、、当社の環境保全活動の着実な推進のために、環境管理シ

ステムを構築すべく、国際規格であるIS0 14001の認証を取得しました。 また、環境問

題に対する個人や一企業としての活動の限界も認識し、当社単独での取り組みから

社会全体への取り組みへと活動を広げることをめざして、リサイクル業界の全国ネッ

トワークを構築しております。

このたび、これら当社のさまざまな取り組みを幅広くご紹介し、率直に皆様のご意見

をいただくことを目的として、環境情報開示のツールである環境報告書を作成すること

にいたしました。今回は初めての環境報告書の発行であり、 IS014001を取得して問も

ないため、データの収集等については不十分な点もあるかと思いますが、当社の活動

をご紹介する乙とは、リサイクル業界をはじめとする静脈産業の発展、さらには世界規

模の資源枯渇等、環境問題の継続的な改善に資するものと考え、今後も継続的にご

報告してまいりたいと考えております。

読者の皆様の思伸のないご意見をお寄せいただければ幸いです。

2001 年6月

株式会社リーテム 代表取締役社長

中島賢一
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環境保全型リサイクルシステムの楠築

リサイクルの技術とマネジメント
リーテムとは、 fRecycle Technology & ManagementJ の略。

リサイクルシステムに関わるノウハウを社会に提供することを使命に、

「新・都市型鉱山精錬業jを推進しています。

なぜリサイクルの技術やマネジメントが必要か

日本は飛躍的芯経済成長の半面で、大量の天然資源を使用し、大

の廃棄物を排出してきました。 そして、それを埋め立てたり、不十分芯

処理をすることによって、さまざま芯形で圏内ばかりで芯く、地球規

模での環境負荷を高めてきました。

このような環境負荷を低減するためには、循環型経済社会の構築が

必要不可欠と芯ります。生産 － 使用したさまざまな製品を、すぐに廃棄

するのではなく、 可能な限りりユースし、その後に排出される廃棄物

を「資源J としてとらえ直し、原料素材としての価値、潜在するエネル

ギーをもう一度社会に還元するととが重要です。

当社は、とのような環境保全型リサイクルシステムの構築と運営の

ために、持てる技術力の全てを提供していきます。

「新・都市型鉱山精錬業J

人類はこれまで、多くの地下資源を採掘することで文明を成り立た

せてきましたが、 その埋蔵塁は、残り少なく芯ってきています。 1(f.かで

も日本は、毎年何億トンもの資源を輸入し、多くの製品を開発・製造し

ており、その大半が、廃棄物として捨てられているのが現実です。しか

し、それら廃棄物の芯かには、膨大芯資源が眠っています。

当社は、このよう芯「都市の鉱山J に眠る資源を有効に活用する新し

い精錬業を「新都市型鉱山精錬業」 と名付け、 との事業を進めてきま

した。 手解体と機械処理を組み合わせ、徹底的に分別することで、 元

の素材に戻しやすくするという方法は、同時に、埋め立て ー 焼却の必要

がない処理 （再資源化）も可能とします。 また、精錬所との連携により、

いち早く、プラスチックの高炉還元利用を実行し、 DA機器等でゼロエ

ミッションを達成。現在は、 円OF化やマテリアルリサイクルの比率を

増やすととをめざし、より効率的なリサイクルに努めています。

このように、当社は新た芯地下資源の採掘を行わす、「都市の廃棄物

の中からできるだけ多くの資源を回収し、元の素材または原料に戻す」

ことで、廃棄物問題、資源問題、その他の環境問題の解決に貢献します。
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メーカー主導のリサイクルルート（緑色の領域）に当社のよう芯リサイクル事業

者（オレンジ色の領域）が加わることで‘他のリサイクルルートと結びつけるζ

とが可能と怠る． このよう砿結びつきが復数生まれることで、より鍛密で有徳

的な、社会的基盤としてのリサイクルネットワークを実現するζとが可能と芯る。

国内外のネットワーク構築

循環型社会の構築には、企業の枠を越えた社会基盤としてのネット

ワーク化が重要となります。 当社は、全国リサイクルネットワーク「J ·

RIC」の主幹事として、良質なリサイクルルートの拡大に努めています。

そして、白うのリサイクル技術を提供し、地域ごとの対応によるコスト

ダウンを図るとともに、さうなるネットワークサービス強化のために、

建築廃棄物、食品残さ、 オイル、汚泥等の優良リサイクル業者に当社の

システムノウハウを提供し、提携網を構築中です。

また、圏内では処理コストが引き合わすに廃棄物として処分される

ものでも、海外では有価的資源と主主るものについては、各国の法律に

買IJ った合法 ・ 透明なリサイクルシステムの構築をめざしています。

ローコスト、ハイクオリティなパフォーマンスをめざす

埋め立て処分と再資源化処理では、誰もが「再資源化の方が良いj と

言います。しかし、埋め立て処分のコストが安い時代が続いたため、実

際には多くの物が廃棄物として埋められてきました。また、埋め立て

費用が上昇してからは、資源と称して廃棄物が多く輸出されるよう芯

事態も生じています。このように、再資源化を実現するリサイクル事

業がなかなか産業として成立しないのは、排出者の環境意識が、 コスト

意識に負けてしまうところにあるようです。

そとで当社では、処理システムの管理を徹底、作業効率を向上させ

ることにより、処理物量溜加によるコストダウン、ひいては顧客のコス

ト削減を実現しつつ、適正な再資源化ルートの成熟を推進しています。

また当社では、適正なリサイクル処理に要するコストの内訳を顧客

別に提示することにより、りサイクル工程の透明性を担保してきまし

た。 さうには、廃棄物の排出者に、「当社でどのように処理し、その後

素材としてどこに出荷しているか」も公開。このととは同時に、排出者

側の要望が当社に伝わるという結果をもたらし、樹脂のマテリアルリ

サイクル、部品リユ スなど、再資源化技術の多様化を求められるこ

とにもなりました。

当社では今後も、このような排出者とのやりとりを重視し、 排出者の

希望するリサイクルを行えるよう 、 技術開発、リサイクルルートの開拓

を進めていきます。
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独自技術で廃製品を有用な資源に
QA機器などの金属・樹脂複合材は、とれまでリサイクル原料としては敬遠されていました。

しかし、当社では独自の破砕機に投入して分離回収することで、

これ5複合材の再資源化を実現。 資源の有効利用を実践しています。
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鉄スクラップ

軽油使用量

トラック 30,6101)ットJv

工場周 33,870リットル

計 64,4801)ットル

電力使用量
水戸工場 l ,039,272KWh 

本社 21,871KWh 

計 l,061, 143KWh 

独自システムで複合材の再資源化を実現

機械製品の動力装置として数多く用いられているモーターは、廃棄

後にリサイクル原料とするととが非常に困難芯製昂です。その理由は、

モーターが鉄と銅の強固な結合によって構成されている点にあります。

また、 OA機器類は、軽量化－小型化の追求により、鉄に代わってプラ

スチックやアルミニウム芯どさまざまな素材が複合されるように忽っ

ており、モーターにも増してリサイクルのための資源回収が困難とな

っています。多くの場合、手解体にて一部の価値の高い部品を取り出

した後、それ以外の部分を埋め立て処分したり、 一括破砕後、鉄のみを

プラスチック付

金銀銅浮

- 
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鉄系
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回収するという処理が行われており、資源の有効利用、環境保全の両

面で憂慮される事態と芯っています。

そこで当社では、ます1993年に廃モーターの再資源化処理のため

に鉄と銅を分離回収する最先端の細破砕機を導入。 さらにこれを独自

に改造し、 OA機器等の電子 ・ 電気機器の処理に応用するととを可能と

しました。これが、「り テムプロセス I 」で、とのシステムにより、 DA

機器を埋立焼却処理せすに 1 00%再資源化する方法を確立しまし

た。 その後、 1997年には、さらに細かく分けることが可能な破砕機

「リーテムプロセス E」を導入し、小型の電子機器の再資源化への対応

も可能となりました。現在は、 OA機器類 (J てソコン、複写機、 ATM等）

の他、携帯電話、電子部晶（基板、 ICチップ等）、家電等の再資源化を

行っています。
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カレット

粉体回収物

銅・銅合金くす

彼覆電線

非鉄金属系
スクラップ

水系排出巴！！！

主な再資源化の工程

OA機器類の一大ユーザーであるυ－ス会社やメーカー等から当社

に搬入された廃製晶は、それぞれ最適芯選別ラインへ運ばれます。

OA機器類等は、それそ、れ必要主主手解体を加えた後、「リーテムプロ

セス I Jへ投入。 破砕され、素材ごとの選別が可能芯大きさに芯ったも

のは、機械によって「鉄J 「アルミJ 「非鉄金属混合樹脂J 「貴金属混合物J

「粉体回収物（破砕時集塵粉）」に選別されていきます。

一方、携帯電話等小型の電子機器は、 「リ テムプロセス II J によっ

て再資源化されます。使用済みの携帯電話は、ます、ストラップや電池

を手解体にて取り外し、その後、破砕機に投入されると、機械的に「賃

金属混合粉」「非鉄金属混合樹脂」「粉体回収物（破砕時集塵粉）」に選別

されていきます。

「リーテムプロセス 1 ・ H J にて選別された処理晶は、すべて素材産

業の原料としての出荷が可能と芯り、廃棄物として最終処分場で埋立

する部分がありません。 また、この工程では焼却処理を採用し左ょいと

とや水を使用し芯いととで、必要以上に環境へ負荷を与えることを回

避しています。
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環境マネジメントシステム

さまざまな状況を見据えて進化する取り組み

環境マネジメントシステム構築の一層

として、 2001 年 1 月に水戸工場で

18014001 認証を取得しました。事

業活動に関わる最新の環境情報にも

注視し、定期的にシステムの見直しを

おこないます。

関連法規等と対応状況

当社の事業活動に関わる環境関連の法規制

や条例及び関連団体の規制等の最新動向を常

に確認し、遵守しています。当社の生産活動

や製品に関連する法的及びその他の要求事項

の主なものは以下のように芯っています。

主主お、過去5年以内にクレーム及び事故は

ありません。

．環境マネジメントシステムの実施亙び必要主資源の周意

．環境管理責任者を指名し、役割・責任・権限を与える

．環境マネジメントシステムの定期的な見直し

組織体制と役割がります。さらに、副次的効果として、経営

情報管理の向上によるコストダウンや、従業

員の意識向上による業務面質向上なども見

込める重要な活動であるといえます。

．定期的に環境管理委員会を閑催

・環境マネジメントシステムを実施、維持する

．環境目標達成状況の確箆及び対策検討

．組織の明細を決定する
．社長に環境マ才、ジメントシステムの実施結果を報告

．環境マネジメントシステムにおける役割・責任・権限を定め、該当者に伝達する

組織体制と役割

当社の環境マネジメントシステムは、社長

を最上位責任者とした体制で運用されていま

環境マネジメントシステムの構築

当社の環境マネジメントシステム構築は、

18014001 認証取得に向け、 2000年4月

10日に水戸工場での環境管理委員会発足か

らスター卜しました。工場内の監査対象職場

を5力所に分類し、内部監査や外部審査を経

て、 2001 年 1 月 11 目、認証を取得。当初よ

り、経営層の自己啓発と従業員の意識教育に

す。 社長は、環境保全活動の結果報告や環境

管理委員会の開催などの役割責任及び権限

重点を置いたととが、順調な進行に結びつい

た最大の要因だと思われます。 当社事業に関わる主拡環境関連法規

法律

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

クレン等安全規則

騒音規制法

振動規制法

浄化構法

労働安全衛生法

条例

茨城町廃棄物の原料及び処理に関する条例

茨城県金属くす取扱業に関する条例

茨城県公害防止条例

上水道使用に関する規制

・事務局長晶るいは副局長は事務局の

代表として環境管理委員会に出席

工務部

工
務
チ

ム

運送部

運
送
チ

ム

MRF 

「＋「
十干 護

昨
ー

鉄
リ
サ
イ
ク
ル
チ
ー
ム

事業部総務部企画部管理部営業部

を環境管理責任者に与えます。 任命された環

境管理責任者は、環境管理委員会において事

務局も交えてさまざまな審議を重ね、実務責

任者である各部長に伝達。 そして各部長の指

導のもと、従業員が環境マニュアルに従って

環境保全活動に取り組みます。

また、製造工程ばかりでなく、プラスの環

境側面である生産量増加のために、社長主催

による営業戦略会議を設置し、営業面からの

体制強化も進めています。

なお、内部環境監査員には、外部の研修機

関における講習を受講した者が任命されます。

（水戸工場）

•Ill~車マネジメントシステムに

示された各審議を行う環境マネジメントシステムの核となるのが

「環境マニュアルJ です。 とのマニュアルは、

1801400 1 規格の要求事項に従い、環境マ

ネジメントシステム全体を説明したもので

す。 その他、「リーテム規定」「作業標準書J

「活動文書、様式」等の規定をもとに、環境マ

ネジメントシステムが運用されています。

環境マネジメントシステムの運用は、地球

環境保全への貢献はもちろん、環境りスクの

回避や当社利害関係者の信頼確保にもつ芯

また、環境管理活動が環境マニュアルに沿

って運用－維持されているかどうかを定期的

に監視・測定し、評価 ー フォローをします。

監視項目： 油水分離槽排水の油膜有無の目視

確認、毎日 1 回、｜円Fが確認

測定項目： 境界線での騒音測定、 1 白／年、

MRF· P-1 で実施（総務に測定依頼）

不適合事項が発見された場合は、マネジメ

ントシステム及び運用管理に関するものをそ

れぞれ分類－分析し、是正処置を図ります。

－ 緊急事態発生時の情報伝達手段を定め、 関

係者に周知する

・著しい環境影響があると判断された項目、特

定した項目に対する予防策、環境影響の緩

和策を定め、事故の未然防止策を実施する

緊急事態に対して実施する処置を明確にし、

関係者に周知する

緊急事態の発生を想定した訓練を策定、実

施（ l 回／年）し、有効性を確認し、記録する

ことを規定しています。

ー事業活動における不測の操作ミスやメンテ

ナンス不良による設備の故障等を原因とし

て発生する環境への重大影響

ー地震、台風等の自然災害及び隣接地からの

火災等を原因として発生する環境への重大

緊急事態の準備と対応

当社では、緊急事態を次のように定義して

います。

影響

そして、そのよう芯緊急事態への準備として、

環境マネジメントシステム監査

当社では、環境マネジメン卜システムの監

査手段として、 JICQA監査員による年1 回の

外部審査だけで芯く、定期的及び適宜必要に

応じた社内部署による相互監査を行っていま

す。 環境教育プログラムに則って、環境監査

規定に定められた外部講習を受講した内部環

境監査員のなかから当該部署に直接関与しな

い者が、規格の要求事項に合致しているか等

の評価検討を行い、報告書を作成します。

環境理念

株式会社リーテムは、事業活動を通じてリサイクルの向上に貢献するとともに

事業活動すべての酉で社員全員参加のもと、

地球環境の保護及び保全に対して積極的に行動する。

基本方針

1 資源の有効活用のために、さらに積極的にリサイクルの質の向上を図りかつ高度芯処理技術ブ

ロセスを開発することにより、地球環境の保全に努める。

2 地球環境の保議保全活動を推進するために環境活動組織を整備し、環境関連法規・条例を遵守

するとともに自主基準を設定し、環境管理の向上に努める。

環境方針

ア

環境情報の対応（苦情・要望等）

当社では、環境問題に対し外部（地域住民・

顧客行政）からの苦情－要請等については、

総務部長が窓口と芯り、環境管理責任者から

部長や社長に伝達されます。また、社内従業

員からの意見も環境情報として扱い、それぞ

れ対応－処理するシステムを運用しています。

主主お、環境について特筆すべき苦情・要望

l芯ありませんでした。

く当社における緊急事態〉
①地震等による貯蔵回収油トラム缶
の倒壊

②地震等による貯蔵回収油ドラム缶
からの油の流出

緊急事態発生時の対応

部
長
又
は
環
境
管
理

責
任
者

作
業
者

（発
見
者
）A 電話

臨留割岬’m，地
価醐醐ll'.1.R叩

線式会社リーテム
ホ戸工喝

’底値・.，院‘・.. 瓜町長肉） $1P
岬闘句幽時山；.jo.;..A.,.Alt

閉山・m・
JfS Q f40D1 t996/ISO f400f ｷt996 

明岡市しているは叩レ酬で
回凶ζH乱闘ー

震＇＂＇圃廊OA 司E子電気・z，容の金編集領合併及び儀スタラップ
..を販制とする存銀傘属《絡に飼 ・賓金属〉 録制....

の縄＂＇＂＂tに係bる司，，.活動

一一柑田町…TD I D••ll
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噂

冨
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3 環境管震の重点項目

①有問主E成分を含んだ原料としての廃棄物の適正な管理を行いリサイクルの向上に努める。

②電気油のエネルギー資源を有効に活用し、使用塁の削減に努める。

③水戸工場で受け入れるすべての物の収集運搬荷受事前選別破砕処理搬出に至る金工程に

おいて事故の発生防止と環境汚染の防止に努める。

4 環境方針達成のために‘環境目的目標を定め定期的に環境保全活動の見直しを行い、環境管理

システムの継続的改善を図る。

5 内部環境監査の実施により環境管理システムの維持向上を図る。

6 関係官庁をはじめ地域住民・環境保護団体とのコミュニケーションを図り、環境保護保全活動に

貢献する。

7 . 全社員への教育‘訓練を実施し、環境方針を周知徹底し意識の向上を図る。

8 この環境方針は社内外に公表する。

平成12年6月 10日制定

6 
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環境目標・計画／穣演会計

環境目的・目標と環境会計による数値的な把握

環境側面をプラス・マイナス両面かSI 環境目的・目標 決定し、環境改善手段としての環境目的及び

環境目標を作成しています。抽出し、環境目的・目標を設定。 環境 ｜ 当社では、毎年3月に事業活動から生じる

会計は、環境目的・目標に基づいて実 ｜環境側面を調査・特定しています。 その際、廃

践された環境保全活動の項目に合わ ｜材リサイクルを中心としている当社の事業内

せてコスト集計をおこないました。 ｜容を考慮して、環境に対して悪影響を及ぼす

環境目的及び環境包標は、環境方針と整合

させ、汚染の予防に関する約束を含むととも

に、できる限り数値化するようにしています。

そして、各部 ・ 各担当における責任役割，スマイナスの環境側面だけでなく、好影響を与

えるプラスの環境側面も併せて抽出、評価し ケジュール等を示した環境管理計画書として

ています。 そして、特定した環境側面につい 「環境側面と環境目的目標」と「環境目標値年

て、定常状態、非定常状態、緊急事態のそれぞ 度管理表jを作成。環境目的は3年間、環境目

れの環境影響評価を実施します。環境影響評 襟は 1 年間を到達点に計画し、環境保全活動

価によって著しい環境影響をもっ環境側面を を推進しています。

環境目的・目標

環境側面項目 責任部署 目的
1年目の目標

達成方法 （具体的取り絡み）
(2000年9月～2001年度）

原｛プ料ラスの側面） 廃OA機器等、廃モー 営業本部 生産増に伴う環境負荷低減への寄与 生産量 l 営業体制の強化
タコンブレッワ 事業本部 1999年度を基準に2003年度までに 1999年度比20%増 2 処理能力の向上
P- 1 での生産量 (MRFｷP-1) 50%生産掴 処理稼働率の向上

処理単位時間当たりの処理量の向上

実ポ装ケ基ッ盤トペ等ル、携帯臨舌・ 営業本部 3 手解体のライン化、標準化
事業本部

P-2での生産量 (MRFｷP-2) 

非鉄・廃OA機器等 営業本部
非鉄金属での生産援 事業本部

(MRF非鉄金属）

軽油（1999年度。 55,279L l 5,293t) 全車両 軽油使用原単位の低減（生産毘当たり） 現状把握及び対策検討 l 適正アイドリングの実飽等
（プラスの側面）

工場共通事項 未処理堆積物の削減（6,500m') 10%削減 l 処理方法の検討決定
未処理i桂積物の削減 (6,500• 5.850m3) 2 処理実施人員ー費用の計画的確保
（プラスの側箇） 2000年下期は処理方法

の検討決定

電力の使用 MRFｷP-1 MRFｷP-1 電力原単位（生産量当たり）の低減 原単位 l 安定負荷操業による稼働率向上
全般 2000年度下期を基準に2003年度まで 2001 年度1%減 2 点検補修強化による稼働率向上

に3%減 2000年下期は現状把媛

切断続（シャー） IRF 

電灯、その他 水戸工場 電力使用量の低減 使用量 l 不在ー長時間離席（ l 時間以上）時の消灯
事務所共通 2000年度下期を基準に2003年度まで 2001 年度1%減 2 不コ在ン電長源時の間切離断席（ l 時間以上）時のパソ

に3%減 2000年下期は現状把握

電灯、その他 本社共通 電力使用量の低減 使用量
1999年度を基準に2003年度までに3% 1%減
減（ l .407kWh／月『 l .365kWh／月） (14kWh／月減）

汚染緋水の発生 集塵機 MRFｷP-1 ウオッシャタンク清掃時の 排出量ゼロ l . ウオッシャタンクドレン水受播新寂
ウオッシャ水排出防止 2. 上澄み液の処理法検討

自己循環方式か委託処理かの選択

漏油の発生 選別 IRF 地下浸透防止 コンクリート舗装 l . 選別場床の不浸透化
l.ooom2 （コンクυート舗装化）

粉箆の発生 M円F·P-1 M円FP-1 建屋内粉箆発生の低減 局所フ ド5力所設置 l 局所フードの計画的設置
（建屋内） 建屋内設備 職場清婦管理の徹底 2 職場清掃。管理の維持

破砕機の吸塵清掃励行
磁砕物の落下飛散防止励行
集麗設備の点検補修励行

環境目的に対応したコスト（積極コスト）

環鏡関連法規制の漣守のためのコスト（法遵守コスト） l 水質管理
2 騒音振動悪臭管理
3 廃棄物管理

18014001 環境マネジメントシステムの運用・管理コスト（EMSコスト） l 環涜監査の定期的実施
2 EMS連絡会の運営
3 社内の環焼教育
4 環境報告書の作成

合計

環境保全活動に対応したコスト集計 コスト）に大きく分類しています。積極コスト

は事業活動に起因する環境負街低減及び環境

保全につながるビジネスの推進のために積極

的に投じる費用。 一方、法遵守コスト、 EMS

コストは、コストマネジメントにより削減をめ

ざす項目です。そして、環境保全活動の効果

各部署で推進している環境保全活動にかか

るコストを明確にするために、当社では環境

会計を導入しました。 環境目的目標を達成

するためにかかった費用と達成状況を把握す

ることによって、環境保全活動の効率化と環

境コスト意識の向上を進めていきます。 は環境目標の達成状況で確認します。

環境保全活動のためのコストは、当社の環 1 年目の目標に対応するコストと効果の情

境目的に対応したコスト（積極コスト）、法規 報を2年目、 3年目の活動の効率化に役立て、

制遵守のためのコスト（法遵守コスト）、環境 さらに月次のコストマネジメントに活用した

マネジメントシステム運用管理コスト（EMS いと考えています。

2000年度の環境会計（単位：千円）

投資 コス卜 達成状況 （環境効果）

31.114 12.390 営業体制の強化、手解体のライン化拡充と標準化による生産効率の向上
等が功を奏して、 2000年9月～20011年Jの月僧の加邑と標1値に対して、いす
れの部門とも100%達成し、全体では4 日 芯りました。

工場内使用車両別及び社有トラック別に使用量を試験的に測定していま昔、

315 2.793 処理方法の試験検討にとも芯い、 2001 年3月までに290m3処理しま
した。

500 2000年9月～2001 年3月の電力原単位は、 84.l kWh/tとなり、
2001 年度の基準値を84.0kWh/tに決定しました。

電力使用震を試験的に測定しています。

電力使用置を試験的に測定しています。

人員増にともなう専用フロアの倍増により‘ 2000年9月～2001 年3
月の実績は昨年比の36%増となりました。 このため、目標値を改めて
設定することにしました。

3.000 2000年12月末にウォッシャタンクドレン水受憎を設置完了しました。
タンクドレン水のよ澄み液は繰り返し使用の試験を行いましたが、支障
tJ,く順調に操業を続けています。

l,535 440 2001 年3月までの目標値350m21こ対して458m2のコンクリート舗装
を実施しました。

1.267 2001 年3月に集鹿フード設置を決定し、 4月に 1 箇所設置しました。

32.964 20.390 

19.100 環焼関連法規制の遵守を徹底しました。

14.193 上記環演目的自僚を達成し、環境マネジメントシステムの維持的改善を
進めました。

32.964 53.683 

2年目の目標 3年目の目標
(2002年度） (2003年度）

生産量 生産量
30%提言 50%t留

20%削減 30%削減
(5,850• 5.200m3) (5.200• 4 .550m3) 

原単位 原単位
2%減 3%減

使用量 使用量
2%減 3%減

使用量 使用量
2%減 3%減
(28kWh／月減） (42kWh／月減）

コンクリー卜舗装 コンクり ト舗装
l,000「n2 l.Ooom2 

磁場清掃管理の徹底 戦場清掃管理の徹底

衰の説明
期間 2000年4月～0 1年3月
注記①今今回は把握が可能なコストを集計しています。

後、集計のしくみを改善していく予定です。

②③設軽して備油い及関ま連びす費電。用力減使は価初用償期に却投つ費資いI＜！：額て含をはめ、「て投使い資用ま」量とせのしん測て。計上
定が

可能になり、自棟値を定めた2001 年度以降‘
環境コストを集計します。

9 
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環涜コミュニケーションなど

社内環境意識の向上と幅広い情報交流

社内での環境教育プログラムによっ

て従業員の環境意識を高めるととも

に、工場研修生の受け入れやさまざま

な取材・講演活動を通して多くの方々

との環境交流を深めています。

従業員・関係者教育

当社では、環境マネジメントシステムにおい

て教育、訓練、啓発は最も重要な要素のひとつ

であり、各個人に確実に環境意識を浸透させ

るために必要不可欠なものであると考えてい

ます。そのため、全従業員を対象とした「環境

一般教育訓練」、部長及び該当作業者を対象に

した 「環境特定教育訓練」、そして内部環境監

環場教育プログラム

区分 対象者／時期 講師 教育内容

日常教育 ： 部長教育は環境 a）環境方針や環境マネジメントシステムの要求事項
全従業員に対し毎朝のミーテ 管理費任者が、 b）事業活動による環焼影響、及び各作業の環境側面

環境 インク時に必要に応じて実施 その他の教育Id: c）緊急事態の準備と対応、及び各員の役割と責任
月；欠教育 環境管理責任者 d）規定された運用手順から逸脱した際に予想される結
全従業員に対し各部会で実施 又は環境管理資 果

部長教育 任者が指名した

部長に対し毎週月曜日の工場 もの
運自会議で実施
新人教育
新人に対し導入教育時に実施

部長に対し、年 1 回及び内部 環境管理資任者 運用管理で各部共通の規定
変更の都度に実施

該当作業者に対し、年1 回及 部長 運用管理で各部共通の規定

び内部変更の都度に実施 蓄しい環境側面に関わる作業標準書類の教育
ー著しい環境側面に関わる作業を確実に実行するため

の実施訓練（緊急時の対応を含む）

教育室量 内部潔境監査員に対し、内部 外部諸習受講者 外部講習受講等（環焼監査規定による）
変更の都度に実施

主な研修の受け入れ実績

1997年 ｜通商産業省職員の民間企業派遣研修

早稲田大学理工学部学生の夏期実習

1998年 ｜台湾環境保護局殴員の「産業廃棄物の管理」研修

2000年 ｜ 早稲田大学理工学部学生の夏期実習

主主主講演・ 寄稿・発表履歴

1997年度 住友銀行 講演 DA機器のリサイクル事業

（社）資源素材学会 講演資源リサイクルの現状と展望

（財）大阪科学筏術センター 寄稿． 廃モーター ・ OA機器のυサイクル

1998年度 東北大学 講演廃電子。電気機器類のりサイクリング事業

筏術情報センター 講演。廃家電晶廃OA機器のマテリアルリサイクル

（社）日本金属学会 講演廃電気機器類の磁砕分別によるリサイクル

ソニー北関東 諮演資源リサイクリングと環境

1999年度 情報妓術センター 講演ι ドイツのりサイクルの現状

（社）中小企業診断協会 講演複合廃棄物のりサイクルと処理ネットワークの構築

科学技術庁研究交流センター 講演＆パネルディスカション。廃棄物処理と資源化

通産省事業調査委員会 委員：再資源化妓術の開発状況調査（携帯電話）

2000年度 （財）製造科学筏術センター 関演：循環型社会システム構築に向けて

（財）交流協会 専門家派遣中華民国環焼保護省への妓術指導

査員に対する「監査員教育」という区分のもと

で環境教育プログラムを策定実施していま

す。芯かでも、環境一般教育訓練は、全従業員

に対して水平的に展開する「日常教育J 「月次教

育Jのほかに、部長に対する「部長教育」や新人

を対象とした「新人教育」など、各人員の役割

に応じた教育訓練を実施しています。

環境広報

リーテムが再資源化事業に取り組んでいる

理由を広く知ってもらうことで、消費者（排出

者）の廃棄物への意識を高めたいとの願いか

ら、展示会等で事業の紹介をしています。

2000年度は「茨域県民祭り」、「国際環境

展J に参加し、多くの来場者に再資源化の必要

性を問いかけました。

研修の受け入れ

これからの社会を動かしていく学生官公

庁職員の方に、今後の再資源化産業のあり方

を考えてもらえる良い機会に怠ると考え、リ

テムでは工場研修生の受け入れを行ってい

ます。

取材・講演活動

「リサイクルJ に対する社会的関心の高まり

により、 υーテムの事業内容や方針に対する

取材講演依頼が摺えています。 企業だけで

なく、公共機関、研究機関、学生等さまざま芯

方々からの依頼がきますが、 「取材側の目的を

知ること＝社会の二一ズを知る機会J と考え、

それらを積極的に受けています。 2000年度

は（財）製造科学技術センター主催の 「インパ

ースマ二ユファクチュアリング研究開発講

演会」、（財）交流協会主催の「高級技術者派遣

（中華民国／産業廃棄物資源処理技術）J で講

演を行いました。

グリーン調達

資材の購入に際しても、製品保管用に中古

のフレコンパックをリユースしたり、再生紙

等の環境負荷が低いものを選定する芯ど、ク

リーン調達を進めています。

研究開発

より効率的な再資源化に向けた共同研究

複合素材の効率的な再資源化のため

に、当社単独での研究開発だけで恕く、

製品メーカーやユーザーとの共同に

よる検討も重ね、社会全体での環境負

荷低減に努めています。

複合素材再資源化の研究

複数の素材が複合されているさまざまな製

品を、どのように再資源化するべきか。素材、

製品について各学会、メー力一等とリサイク

ル技術、方法についてリサイクルをしやすく

する素材の提案や設計のための研究開発等を

進め、環境負荷の低減を図っています。 再資

源化業者として、製品のリサイクル型設計が

進むことを望んでおり、処理上の経験をメ

力一へ還元するとと芯ども行っています。

さらに、

①メーカー側に、製品の原材料名の表示有

害物の存在の開示をしてもらうことにより、

処理の際、有害物を事前に除去したり、樹

脂のマテリアルリサイクルを促進するとと、

主な研究開発実績

実~年月 材料提供／試騒依頼／共同研究

1998年 2月 リーテム

リーテム

5月 富士ゼロックス（株）

6月 キヤノン（株）取手工場

9月 リーテム

（株）日立製作所

10月 リーテム

リーテム

11 月 NEC 

ダイキン工業（株）

1 999年 1 月 白本アイピ－·工ム

2月 日本たばこ産業（株）

リーテム

リーテム

6月 帝都高速度交通自団

7月 NTI移動通信網（株）

8月 りーテム

9月 ソニー（株）

シャプ（株）

10月 リーテム

12月 新日本製銭（株）

ミドリ安全（株）

2000年 2月 ソニー（株）

5月 富士ゼロックス（株）

6月 ダイキン工業（株）

キャノン（株）

9月 ブラザー工業（株）

今後、リサイクル製品を積極的に製造する

メーカーとの協力、提携、研究主主ど（リサイク

ル素材、部品の規格化）を進めていきますロ

検討内容

エアコンディショナーの手解体による組成分析

コンブレッサーの破砕試験による組成分析

複写機の再資源化方法の検討

②処理側が、処理の方法 ー 結果を公表すると

とにより、製晶の開発 ・ 設計段階でメ 力

一側に処理側の意向が反映されるよう、メ

ーカ と情報を共有すること

も進めていく予定です。

「再資源化完了報告書Jシステムの開発

廃棄物処理の委託に際しては、その処理が

正しく行われたかどうかを排出事業者の責任

において、把握すべきであるとの認識をもっ

事業者が増えてきています。これまでも、当

社では一部のメーカー等の要請を受けて 「破

砕処理証明J ；を発行してきました。 そのよう芯

二一ズを先取りし、処理側の信用・信頼性保持

の視点もふまえ、法的にはマニフェストの発

行を要しない有価物等についても「再資源化

完了報告書J を発行する仕組みを開発しまし

た。 とれにより、横流しによる再販輸出、記

録・情報の漏洩、有害物の不法処理－処分等の

防止を徹底します。

電子部昂の処理報告書の作成（リサイクル型処理を行ったことを報告した）

飲料自動販売機の再資源化方法の検討

洗濯機の再資源化方法の検討

I ＼ーソナルコンビュ タの破砕処理コストの試算

TVの手解体処理コストの試算

I\ーソナルコンピューターの破砕選別試験による組成分析

エアコンディショナーの再資源化方法の検討とリザイクル率の算定

I\ーソナルコンピューターの手解体及び破砕選別試験

自動販売織の解体性評価及び再資源化方法の検討

モーターの処理コストの試算

コンプレッサーの処理コストの試算

券売機の処理報告容の作成（処理価絡だけでなく、処理の内容で処理業者を決めることを提案したもの）

携帯電話の処理報告書の作成（充電器・取銀説明書。ビニール袋芯どの付属入荷晶も、リサイクル型処理したことを報告）

回網式遊技機の手解体による組成分析→処理方法の検討

TVの処理報告書の作成（処理内容とりサイクル率を報告）

；先湾機の製品のリサイクル性評価（洗濯機の構造のうち、 l」ザイクルを妨げる個所を処理業者の立場から指摘）

パチンコ遊技機の手解体による組成分析→処理方法の検討

家信の破砕選別試験

空気清浄機の手解体による組成分析及び再資源化コストの試算

TVの処理報告書の作成（処理内容とリサイクル率を報告）

複写機の再資源化方法の検討（高いリサイクル率を維符したまま、コストを低減するための処理方法を検討）

エアコンディショナーの再商品化試験（家電υサイクル法が指定するリサイクル率以上の処理をするための処理方法を検討）

ブυンターの製品のリサイクル性評価（樹脂名の表記が芯いなど、リサイクルを妨げる要因を処理業者の立場から指摘した）

ミシンー FAX· ブりンターの製品のリサイクル性評価
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生産績による環境負荷低減への寄与

適正なリサイクル処理による生産拡大 全国リサイクルネットワーク「J·RICJ
Special Story 

手解体と破砕設備を複合した適正な

分離回収によって付加価値の高い原

料に再生するとともに、設備稼働率の

向上によって処理量を増加させるこ

とで、環境保全に貢献します。

2000年度生産達成状況

MRF-P-1 生産達成率
(%) 
400 1 ・・・ 2001 年度目標

ーーー 1999年度実績

生産量増加

当社の生産活動は、 従来埋め立て処理され

ることがほとんどだった廃製品を適正芯処理

により再資源化することです。 つまり、生産

活動そのものが、環境負荷低減、循環型社会

構築の推進につながるということです。 この

よう芯観点、から、とくにMRF （複合材リサイ

クル工程）での生産増そのものをプラスの環

境側面としてとらえ、これを環境目的・目標に

掲げ、推進しています。

具体的には、 2003年度までに 1999年度

全国どこでも同ーの基準によるリサイクルサービスを提供できることをめざし、

全国告地のリサイクル事業者と提携して全国ネットワークの

リサイクルシステムの運用を開始しました。

営業体制の強化

社長が主催し、 嘗業に携っている部長かう

芯る 「営業戦略会議j を2000年 10月に再編

しました。 この会議を毎週1 回開催し、 情報と

意見の交換、顧客獲得の戦路の場として位置

付け、水戸工場への廃OA 電子電気機器の集

荷増、す芯わちMRFの生産量増に結びつける

ようにしています。

「リサイクルのコンビニエンス化J、これがJ RIC立ち上げより

交わされている合言葉。さまざま芯産業機械類を、ど乙でも同一の

基準でりサイクルすることをめざしています。

J·RICとは、当社が主幹事兼事務局と芯って運営しているリサイ

クル型処理全国ネットワークのととで、「Japan Recycle 

Improvement Commitee （日本リサイクル向上委員会）Jの頭文

字をとったものです。これまでの廃棄物処理市場は、小規模芯処理

業者が全国各地に散らばっていました。そのため、それぞれの企業

間の処理費用や処理方法に大き芯差があり、一部には悪質砿業者

が違法投棄によって利ざやを稼ぐよう芯こともありました。そのよ

う芯廃棄物処理市場の混乱を収束させ、全国どこででも同じサー

ックで排出されたものをそのブロック内で回収－処理できる体制を

整えました。排出場所の近くで処理するため、対応にも小回りが利

き、運搬費などの低減による低コスト処理が可能です。さらに、ひ

とつの窓口で、全国にある支社、工場など、顧客企業のすべての事

業所の廃棄物を一定の水準で請け負うことが可能と芯ることで、廃

棄物処理法で義務づけられるマ二フェスト（産廃管理伝票）等によ

る管理も一本化され、排出企業の利便性が飛躍的に向上します。

そのメリットを活かして 1999年 1 月より始められたのが、日本

たばと産業（JT）、日本通運との連携によるたば乙自動販売機の回

収リサイクル。それまでJTでは、地域己との処理業者に委託して

おり、手続きが煩雑で処理費用も均一ではありませんでした。それ

処理能力の向上

設備稼働率の向上、単位時間当たりの処理

比50%の生産摺、 IS014001 運用の 1 年目 量の憎加を図るととにより、設備の処理能力

の2000年下期から2001 年度で 1999年度 を上げます。 その方策として、点検補修強化等

による故障率及び不定期停止の低減や、投入

の安定化と無負荷運転の低減を図ることに

よる時間当たりの処理量増加等を実施します。

手解体のライン化、標準化

手解体による一次解体、選別は、工場の破

砕設備の処理能力向上に直結する重要な課題

です。 テレビ、複写機等の廃OA 電子電気機

器等の手解体のライン化都充及び手解体作業

の標準化とその教育による作業能率の向上を

図ります。

主主お、昨年9月～3月までの処理量は、 MRF

比20%矯という数値目標を設定。 「プロセス 各部門とも目標を達成し、全体ではアカ月間

I J 「プロセス E J 「非鉄金属J のラインごとに

取り組みを進めています。

また、達成のための具体的な方法として、「営

業体制の強化j 「処理能力の向上」「手解体のラ

イン化、標準化」を設定しました。

MRF-P-2生産達成率
．月間実績 ．累積実績 (%) 

400 E ・・・ 2001 年度目保
一ーー 1999年度実績
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ピスを同じ条件で受けられるようにするために発足したのがJ が日本通運とJ RICの全国ネットを利用することによって、効率的

RICです。 に処理できるようになりました。

ますJ RICは、全国を8つのブロックに分け、各ブロック己とに J·RICは、今後も効率よく廃棄物を回収するためのネットワーク

適正ljサイクルシステムを構築実行しうる幹事会社を設置し、そ を広げ、 一般家庭から排出される廃家電や廃OA機器についても処

の傘下に地域に根ざした処理会社を組織しました。そうして各ブロ 理の対象としていく予定です。

の目標値に対して顕著芯伸びとなっています。

これは、営業活動による取引先の増加、回収

エリアの拡大等新規顧客の開拓範大による

ところが大きく、また手解体への取り組み強

化による増処理が寄与しています。

ブ．ロック 幹事会社

①北海道 （練）マテック

②東北 （稼）青南商事

③関東 （株）リーテム

④信越・北陸 豊富産業（株）

⑤東海 （株）佐野マルカ

⑥近畿 中i土産業（株）

⑦中国・四国・沖縄 丸本鋼材（株）

⑧九州 （株）深町泰三商店

（抹）マテツク

（株）膏南商事

豊富産業（株）

350 

（樵） リーテム水戸工場

丸本鏑材（練）

300 （株）佐野マルカ

250 
中辻産業（株）

200 

150' 1291.6 
120 
100 / 
50 

。
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車業活動における環境負荷低減対策

日々の積み重ねによる環境保全活動

14 

環境側面を正面か5見据え、その一つ

ひとつに対する環境負荷低減活動を

実施しています。計画的かつ効果的な

環境保全活動の積み重ねを推し進め

ていきます。

電力使用量の低減 車両燃料削減／大気汚染防止

水戸工場では、使用電力の大半を占める 水戸工場で使用している搬送車両及び社有

MRFｷ P-1 及び｜円F切断機の電力使用量の低 トラックの燃料には、軽油を使用しています。

滅が重要視されています。そこで、 2000年 各車両の適正アイドリングや効率的な積載を

下期を基準lこ2003年度までに電力使用量 実施し、軽油の使用量を最少限に抑えるとと

の3%削減という目的のもと、各工程におけ で、省エネルギと大気汚染物質の低減を進

る生産量当たりの電力使用原単位を低減する めています。

ための施策を設定しました。破砕機切断機 なお当社では、車両燃料以外で大気汚染物

への投入量の安定化と無負荷運転の低減、そ 質発生の主な原因とされるボイラーや焼却炉

して点検補修の強化による稼働率向上に取り 芯どは、使用していません。

組んでいます。

また、本社及び水戸工場事務所では、 1 時 水質汚濁防止／水使用量削減

間以上の離席時の消灯及びパソコン電源の切 水戸工場のMRFｷ P-1 で使用している破砕

設備用集塵機のウオッシャタンク内ドレンを

清掃する際（2～3回／年）に多量のドレン水

が発生します。このドレン水が水質汚濁につ

芯がる可能性があるため、工場外排出を全面

的に遮断し、工場排水の完全クローズド化を

めざしています。その第一歩として、 2000

年 1 2月に、 1 3m3の円筒横型ウオッシャタン

クドレン水受槽を設置しました。ここに溜め

られたドレン水上澄み液の繰り返し使用試験

や沈殿物の製品化試験も併せて実施しました

が、いす、れも良好広結果を得ています。

なお、従来から水戸工場の生産工程では、ほ

断を徹底しています。ただし、本社における とんど上水を使用していませんでしたが、工

人員増にとも広い常時使用するフロアが倍増 場排水クローズド化により、さらなる水使用

したため、電力使用量が増加しているととが 量の削減が進みました。また、雨水採集タン

判明しました。過去の実績を基に本社の電力 クを設置し、トイレ使用水の一部として使用す

使用量の計画値の見直しを4月に実施する予 るととで、生産工程以外での節水も進めてい

定です。 ます。

P-I への没入 ウォッシャタンクドレン水受槽

土壌汚染防止

鉄スクラップ等の搬入物の荷卸し・選別に

際しては、機器や装置内から残留油が漏出し、

地下へ浸透することによる土壌汚染の可能性

があります。 このことは、当社でも著しい環

境側面として最も重要視している項目です。

これを防ぐため、選別場の床をコンクリー

卜舗装することで不浸透化を進めています。

未処理堆積物対策 フロン対策

過去の鉄スクラップ引き取りの際に発生し エアコン等に含まれるフロンの処理処分

た鉄、非鉄、陶器、士、プラスチック等からな については、従業員に対する教育を徹底し、手

る未処理堆積物が水戸工場の未処理物保管所 順書に基づいて厳しく管理しています。 回収

に約6.500m3保存されています。 ζれを 1 年 手段としては、フロン回収車やエアコン専用

に 10%すっという目標を設定し、資源の回収 のフロン回収設備を活用しています。

を進めています。 また、より効果的な手法を求めてメーカー

処理方法の検討・決定や処理実施人員・費 と共同で回収試験も実施し、良好芯結果を得

当初、 2001 年3月までに350m2をコンクリ 用の計画的確保等の問題を抱えていますが、 ています。

ート舗装化する計画でしたが、目標を大きく 2000年9～10月にも未処理准積物の節分け

上回る458m2のコンクリート舗装化が完了 及び筒上の選別試験を行い、処理を実施しま 廃棄物削減と再資源化

しています。 した。 この試験によって、 2001 年3月までに 当社は、事業活動そのものが廃棄物削減と

また、この舗装計画と併せて、油水分離槽も 290m3の堆積物を処理削減しました。 廃棄物の再資源化を推進するものであり、環

設置し、土壌汚染防止のためのさらなる安全

設計を推し進めています。

粉塵対策

MRF·P-1 工場内の破砕機ー節分機からは、

粉塵が発生します。 建物内粉塵による当工場

内従業員への健康影響と大気への飛散を当社

の環境側面としてとうえ、環境目的－目標の 1

項目として、その発生低減につとめています。

具体策としては、ます、 2001 年度中に粉塵

発生場所5箇所に局所フードを計画的に設置

していきます。 また、破砕機内の吸塵清掃と

破砕物の落下ー飛散防止、集塵設備の点検補

修など、職場フロアの清掃と設備の管理・維

持を徹底しています。

局所フード取り付｜ブは計画通り順調に進行

し、清掃は手順書による集塵設備の定期点検

と補修を併せて、実施しています。

j白水分離糟

値段~雰理~爾

水戸工場サイトデータ

境目的にも 1999年度を基準に2003年度ま

でに50%の生産増を掲げています。

また、生産量ばかりで芯く、再資源化の質

的向上についても取り組みを進めています。

たとえば、これまでサーマルリサイクルを行

っていた廃プラスチック、紙屑、木屑等の処

理。 これをRDF化、さらにはマテリアルリサ

イクルにまで進め、より効率のよいリサイク

ルを実践できるよう努めていきます。

その他にも、潤滑油やj自ポ口、 OA用紙等の

消耗品についても、節約・再利用の実践を促

進しています。

JR水戸駅の南西約Bkm、北関東自動車道茨城町東IC近くの工業地滑に立地。 工場南東側に水

戸バイパス6号線を挟み、準住居地域あり。 工場の敷地面積は、 24.200「n2。

常時排出される工程排水は芯いが、 雨水を主体とする排水は油水分離槽を経由して公共水路に

放流。 生活排水は合併浄化槽で処理。

フロン回収設備
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21 世紀、世界ヘ～リーテムの歴史
Special Story 

行政への協力、そして長年にわたる国際交流が実を結び、

リーテムのリサイクルシステムは、いま世界に羽ばたこうとしています。

その背景には、当社の 1 世紀にわたる積み重ねがあるのです。

ワールドスタンダードなシステムをめざして

当社の資源リサイクルに対する真剣芯取り組みゃ高度主主処理技

術力は、海外の企業や関連政府機関にも高く評価されています。 運

蛍ノウハウや技術的な指導、業務提携等の要請も摺えてきており、

これらの要請に可能芯限り対応し、それそ‘れの国に合った資源り

サイクルシステムの構築を実現していくことにより、ワールドワイ

ドな規模で環境問題改善に貢献したいと考えています。

そして、その第一歩が2000年9月に中国で始まりました。 当社

と親交の深い中国国家環境保護局の協力を得ての、中国における

透明性の高い資源リサイクルシステム構築の検討です。 これは、当

社社長が通産省（現経済産業省）の「産業構造審議会パソコン3R

分科会」に委員として参加した際、委員の方々との会話の芯かで出

た話題がきっかけと芯りました。 中国の資源リサイクル事情には、

日本かうの有価物及び廃棄物の不透明な輸出という問題が含まれ

ています。 これを無視できないという見地から、本格的に取り組み

を開始したのです。

当社では、長年にわたり欧米やアジアのυサイクル及び環境問

題についてネットワークを広げてきましたが、中国国家環境保護局

との交流は、 1996年に当局の委員が当社の工場を訪問した時が

始まりです。当社としても中国の資源リサイクル事業や環境問題に

高い関心を持っていたため、現在に至るまで、情報交換をはじめ、

定期的に連絡や打ち合わせ等を行い、友好芯関係が続いています。

環境問題には国境が芯く、根本的な問題解決のためには、個人か

う国へ、固から世界へ、人々の意識を広げることが必要です。 当社

は、世界標準となり得るような効果的なリサイクルシステムや技

術の開発に取り組み、事業を通じて世界各国の架け橋となるよう

に、さうなる努力を続けます。

「リーテム精神j のルーツ

現在のリーテムの理念、は、リサイクルを通じて地球環境保護に

貢献することですが、この礎を築いたのが2代目中島新次郎です。

金属加工のみならす・絹糸の生産や骨董晶まで扱っていた中島商店

を引き継いだ後、金属の再資源化に焦点を絞り、金属加工とスクラ

ップの卸業の部門を発展させたのです。

2代田－新次郎は、自らさまざま芯社会活動を行っていました。

日本鉄リサイクル工業会茨城支部や茨城県再生資源協同組合の設

立に尽力し、初代会長をつとめた他、茨城県防犯協会初代会長やそ

の他の要職も歴任しています。 また、早くから海外との交流に積極

的で、海外留学生の来日が大変であった時代かう、何人もの留学生

の保証人と芯ってよく面倒をみていまレた。 老いてもなお勉強家

であり続け、英語を本格的に学び始めたのも、 60歳を過ぎてから

です。 元気主主うちは、毎朝、近所を何百メートルも掃除するなど、

身近な環境にも気を配る人物でした。

仕事を愛し、人を愛し、自然を愛する2代目ー中島新次郎の心は、

地球環境保護へ貢献するという現在のりーテムのさまざまな取り

組みに今も生き続けています。

水戸工場オープニングセレモ
ニーのステージに立つ2代目
中島新次郎 （ 1970年）

.................................................................................. 
沿革

明治 42年（ 1909 年） 初代中島新次郎、水戸において創業

大正 5年（ 1916 年） 10月 本社を水戸市栄町（旧下金町）に移転

昭和 26 年（ 1951 年） 6月 法人組織に改め、株式会社中島商店とする

昭和 27年（ 1952 年） 4 月 東京支店を千代田区外神田に置く

昭和 45年 （ 1 970 年） 10月 水戸工場を茨城町長岡に建設

平成 5年（ 1993年） 9月 リ テム・リサイクルシステム （プロセス I ） 導入

平成 8年 （ 1996年） 3月 平成フ年度再資源化開発事業

（財）クリ ン・ジャパン・センター（CJC）会長賞受賞

平成 9年 （ 1997年） 4月 社名を株式会社リーテムと改める

（財） CJCの実証プラント／リーテム・リサイクルシステム（プロセス II ） 稼働

日本通運 （株）、三菱商事 （株） と業務提携し、 OA電子機器類の ljサイクル事業（ノディレス） 開始

平成 9年 （ 1997年） 10月 本社を東京都千代田区に移転する

平成 10年 （ 1998年） 7 月 リサイクルの全国ネットワークJ RICを組織化

平成 12年 （ 2000年） 3月 茨城県リサイクル優良事業所に認定される

平成 13年（ 2001 年） l 月 18014001 認証取得

| 第三者意見書 | 

環境報告書に対する第三者意見書

株式会社リーテム

代表取締役社長 中島賢一 殿

1 審査の目的

2001 年 6 月 7 日

株式会社ト ーマ ツ環境品質研 究所
（デロイトト ウシュトーマツグ、／いープ〉

f~：：：！t~主主主

（~Jft±:'iilt：総氷

当研究所は、株式会社リーテムの責任において作成された同社の「環境報告書 2001 J

の審査を行った。当研究所の審査の目的は、間報告書において報告されている情報の

収集過程と集計方法、並びにその内容について独立した立場での見解を表明するこ と

である。

2 . 審査の手続

株式会社リーテムの了解の下、当研究所は「環境報告書 2001」について以下の審査

手続を実施した。

(1）掲載されている情報の収集過程とその集計方法の合理性を審査 した。

(2）掲載されている内容について、作成責任者に対する質問及び関連する委員会議事録

の閲覧、 18014001 関連資料との照合、 その他根拠資料となる内部資料及び外部資

料で利用可能なデータと比較し検討した。

3. 結論

審査の結果、 当研究所の意見は、 次の通 り である。

(1 ） 「環境報告書 2001J に掲載されている情報は、 会社の業務活動から出された情報を

適切に集計したものである 。

(2）間報告書に掲載されている情報は、 当研究所が審査の聞に入手した根拠資料と矛盾

していない。

以上
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